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グリーン社会の実現に向けて

令和４年度 県・市町村トップミーティング 資料

令和４年５月９日 (月)

岩手県環境生活部
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１ 国の方針・動向

2050年カーボンニュートラル宣言（2020年10月）
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〇 政府は「2050年カーボンニュートラル」を宣言
➢ 成長戦略の柱は「経済と環境の好循環」

地域脱炭素ロードマップ（2021年６月）

〇 温室効果ガス実質ゼロの道筋を示した「地域脱炭素ロードマップ」を発表
〇 地域脱炭素は、地域課題を解決し地域の魅力と質を向上させる地方創生に貢献

➢ 2025年までの集中期間に政策を総動員

改正地球温暖化対策推進法（2021年５月成立・2022年４月施行）

地球温暖化対策計画・エネルギー基本計画閣議決定（2021年10月）

〇 パリ協定・2050年カーボンニュートラル宣言等を踏まえた基本理念の新設
〇 地域の脱炭素化に貢献する事業を促進するための計画・認定制度の創設
〇 企業の脱炭素経営の促進（排出量情報のデジタル化・オープンデータ化等）

〇 「2050年カーボンニュートラル」宣言、2030年度46％削減目標等の実現に
向け計画を改定（2030年度において、温室効果ガスを2013年度から46％削
減することを目指す。さらに50％の高みに向け挑戦を続けていく。）
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２ 県の現状と課題

いわて気候非常事態宣言（2021年２月）
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〇 温室効果ガス排出量2050年実質ゼロの実現に向けて、県民と気候変動に対す
る危機意識を共有し、地球温暖化対策実行計画に基づく温暖化対策に連携して
取り組むことを表明するため、いわて気候非常事態を宣言（2022年２月には１
周年知事メッセージを発表）

温室効果ガス削減目標の見直し

〇 国の温室効果ガスの新たな削減目標の設定に対応し、令和４年度中に実行計
画の見直しを行い、本県の削減目標をさらに引き上げる方向で検討

第２次岩手県地球温暖化対策実行計画策定（2021年３月）

〇 岩手県地球温暖化対策実行計画（2011～2020）の終了に伴い、社会情勢の
変化や国の動向、本県の温室効果ガス排出量の将来予測やエネルギー需給の見
通しを踏まえた第２次実行計画を策定。
➢ 目指す姿「省エネルギーと再生可能エネルギーで実現する豊かな生活と持
続可能な脱炭素社会」

➢ 2030年度の温室効果ガス排出削減割合（2013年度比）▲41％
➢ 2030年度の再生可能エネルギー電力自給率65％
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２ 県の現状と課題

本県における温室効果ガス排出量の推移
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〇 直近（2018年度）の温室効果ガス削減実績は、2013年度比で▲17.6％
〇 県計画の削減目標▲41％達成に向け、更なる排出量の削減が必要
〇 市町村が脱炭素に向けて積極的に取り組んでおり、連携強化が必要
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２ 県の現状と課題

本県における二酸化炭素排出量の部門別割合（2018年度）
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その他, 3.3%

民生業務, 10.0%

工業プロセス, 12.9%

民生家庭, 14.1%

運輸, 18.0%

産業, 41.7%

2018

産業部門（基準年比＋6.8%）
・輸送機械、食料品、プラスチック製品製造業等を中心に製造品出荷
額等が大きく増加（基準年比＋36.1％）したことにより、エネル
ギー効率は改善しているものの、排出量が増加（＋4.4％）

運輸部門（基準年比▲5.3%）
・自動車保有台数は増加傾向
・燃費向上及び次世代自動車の普及等で自動車からの排出量が減少
（▲4.7％）したこと等により、部門の排出量が減少

民生家庭部門（基準年比▲4.3%）
・オール電化の普及等により電力由来の排出量が増加（＋32.6%）
・灯油由来の排出量は減少（▲33.9%）

民生業務部門（基準年比＋13.5%）
・商業施設の売り場面積の増大に伴う空調設備等の増加により電力由
来の排出量が大きく増加（＋84.4%）
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３ 県の取組の方向性

取組の方向性：キーワードは「循環」
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地域の強みで地域経済と環境に好循環をもたらす
「グリーン社会の実現」に取り組む

自立分散型エネルギー 森林の循環利用

再エネの導入促進・活用

・森林整備の促進
・県産木材の利用促進
・オフセットクレジット

・地域新電力の設立支援
・地域再エネの地産地消
・災害に強いエネルギー供給体制

・再エネの導入拡大
・再エネ由来の水素生成
・水素の利活用

【本県の強み】
◆再エネルギーポテンシャル 全国２位 ◆ 再エネ電力自給率 41.7％
◆森林面積 全国２位 ◆ 農業産出額 東北２位

～グリーン社会の実現は、自然環境や資源・エネルギー、社会基盤などを持続可能なものとする
のみならず産業や地域経済の活性化など県民が幸福を感じる社会や暮らしに資するものです～
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３ 県の取組の方向性

市町村の取組支援
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〇 地球温暖化対策推進法の改正により、地方公共団体の実行計画制度が拡充さ
れ、地域の課題解決等に貢献する再エネを活用した「脱炭素化促進事業」等に
より、地域の再エネを活用した脱炭素化を推進するための計画・認定制度の創設

（１）計画策定等の支援
市町村の実行計画策定や脱炭素先行地域の計画づくりの相談に対応する情

報提供や勉強会の開催などによる支援
（２）自立分散型エネルギー供給システムの構築支援

地域資源を活かし、災害時等においても地域で一定のエネルギーを賄う自
立・分散型エネルギー供給システムの整備に関する市町村等の構想・計画等
の策定を支援

（３）再生可能エネルギーの導入支援
・ 地域に根ざした再エネの導入促進に向けた市町村及び事業者を対象とし
たセミナーの開催

・ 地域脱炭素化促進事業の促進区域を設定する際の環境配慮の基準づくり

市町村における計画策定、先行地域指定など脱炭素化の取組の推進に期待
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３ 県の取組の方向性
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事業者の取組支援

（１）中小事業者を対象とした高効率省エネルギー設備補助【拡充】
【令和4年度当初予算】4,000万円

補助率1/3（上限30万円）※いわて地球にやさしい事業所は補助率1/2（上限50万円）

（２）中小企業の省エネ設備及び再エネ設備導入への低利融資
（３）Ｊクレジットの拡充に向けた検討

家庭の取組支援

（１）既存住宅の省エネ化に対する補助【新規】
（２）省エネ住宅相談窓口の設置
（３）県民向けの広報や事業者向けセミナーの開催による省エネ住宅の普及促進
（４）被災家屋、事業所等の修繕・新築時の太陽光発電の導入支援

県としての率先取組

（１）県有施設への再生可能エネルギー導入可能性調査【新規】
（２）合同庁舎の省エネ最適化診断の実施【新規】
（３）再エネ100％電気調達に向けた取組（県北地区をモデルとして他地区へ展開）
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４ 令和４年度の主な施策

再エネの導入促進・活用等
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高経年化した発電施設の再開発 ○発電所再開発（胆沢第二、入畑発電所）（企業局）【533,212千円】

再エネ由来水素の生成 ○水素利活用による再生可能エネルギー推進事業費（環生）【11,493千円】

水素ステーションの整備 ○いわて水素モビリティ実証事業費（環生）【89,735千円】 新規

太陽光・風力・水力・地熱・バイオマ
スなどの導入促進

○ゼロカーボン推進事業費（環生）【57,137千円】 新規

洋上風力発電の導入 ○海洋エネルギー関連産業創出推進事業費（ふる振）【15,818千円】 新規

釜石沖海洋エネルギー実証フィール
ド利活用

○海洋エネルギー関連産業創出推進事業費（ふる振）【15,818千円】 新規

既存の再エネ維持拡大

新たに再エネをつくる
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４ 令和４年度の主な施策

自立分散型エネルギー
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自立分散型エネルギー供給システ
ムの整備

○再生可能エネルギー導入促進事業費（環生）【23,213千円】

○復興まちづくり支援事業（復興）【８２１千円】

木質バイオマスエネルギーの利用
促進

○木質バイオマス熱電利用促進事業（農水）【1,942千円】

使うエネルギーの地産地消

農業・畜産分野の脱炭素化 ○いわてみどりの食料システム戦略推進事業費（農水）【18,996千円】

次世代自動車の利用拡大 ○いわて水素モビリティ推進事業費（環生）【89,735千円】（再掲） 新規

使うエネルギーの脱炭素化

高効率照明・空調等の導入促進 ○ゼロカーボン推進事業費（環生）【57,137千円】（再掲）

省エネ住宅の普及促進 ○いわて住まいのカーボンニュートラル推進事業費（県土）【15,400千円】 新規

有機農業等の普及促進 ○環境と共生する産地づくり確立事業費（農水）【162,692千円】

使うエネルギーを節減
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４ 令和４年度の主な施策

森林の循環利用
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森林整備の促進 ○森林整備事業費補助（農水）【525,634千円】

県産木材の利用促進 ○いわて木づかい住宅普及促進事業費（農水）【86,983千円】

J-クレジット制度等の普及 ○森林環境ビジネスモデル事業費（農水）【3,３０６千円】

森林がCO2を吸収

藻場の再生・整備（ブルーカーボン）
○水産環境整備事業費（農水）【60,000千円】
○ゼロカーボン推進事業費（環生）【57,137千円】（再掲）

海藻がCO2を吸収
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【参考】脱炭素化に向けた国の施策
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【参考】脱炭素化に向けた国の施策
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【参考】脱炭素化に向けた国の施策
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【参考】脱炭素化に向けた国の施策
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